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感染症罹患時の感染防御対策における就業の取り扱いについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【本人が罹患した場合】
（基本対処行動）
　鼻・喉・咳・くしゃみなど呼吸器症状や倦怠感・発熱などが初期症状であることから、これらの症状が軽微でもあっても、感染症の罹患を疑って対処をとることが基本。
　上記症状に気が付いたら、直ちに職場の部署管理者(SGM・JGM)あるいはリーダーへ申告し、対人的な業務に就くことを止めて、休養・様子観察などの指示を受け速やかに従う事。（出勤予定であれば、出勤する前に連絡報告して指示に従う事）　また部署管理者から確認のための検査を指示された場合は、速やかに検査を受けて結果が明らかになるまでは対人接触を控える事。
（休養期間　コロナウイルス＆インフルエンザウイルス罹患の場合）
　発症後５日間経過、かつ解熱後2日間経過し、なおかつ諸症状が回復していることが、業務復帰（出勤可能）判断の要件とする。当該期間は、加療および自宅療養し回復に努める事。
　その他、感染性感冒などの罹患については、症状の有無などで、個別に判断する。）
（就業復帰）
前述要件が満たされた場合、所属長に連絡し状態報告後、通常業務復帰の判断を仰ぎ、その指示があるまでは、就業しない事。回復の連絡を受けた部署管理者は、上位管理者に報告し最終的な業務復帰決裁を受けて、感染対策委員会・総務・に報告するとともに、罹患回復者本人へ通知し通常業務へ復帰させること。なお、部署管理者は復帰した罹患回復者の状態を観察し、就業に支障が無いか否かを確認すること。
（自宅療養期間の留意事項）
　症状回復に努める他、同居家族等が居る場には、極力接触を避け、可能な限り隔絶して回復を期すこと。自らが触れるモノについては常に消毒を行う（使用食器なども同居者と分けて処理）など、可能な限り伝染を防ぐ対処行動をおこなうこと。


【同居人が罹患した場合】
　速やかに加療を行い隔絶して休養させること。可能な限り罹患者本人との接触を避け、家の中の消毒（特に罹患者が触れるところ・・ドアノブ・トイレ・洗面所・食器など）を徹底して履行し、罹患者本人のみならず、他の同居者全員もマスク着用し過ごすようにすること。また、同居している者の健康状態を厳重管理し、伝染罹患していないかを常に監視監督する事。
（就業）
　就業者本人が無症状である場合、同居者に罹患者が発生していることを速やかに部署管理者に報告した上で、通常業務へ就業することは差しつかえない。
　但し、自らが伝搬者となりえる危険を十分に認識し、一層の感染防御処置をとるようにすること。体調に違和感を覚えた場合は、就業中であってもすみやかに上申報告し、それらの指示に従う事（本人罹患の場合に同じ）
　なお、罹患した同居人に対し、看護・介護・養育などでやむを得ず接触が必要である場合には、本人の体調に関わらず本人罹患の場合と同様に就業禁止とし、同居罹患者が回復（発症後５日間＆解熱後2日間・症状鎮静）するまで、自宅蟄居するものとする。



【罹患休養中の労働時間の扱い】
　コロナウイルスの危険度・重症度を鑑み、これまで暫定的特例で、「出勤停止」として「欠勤免除」の取り扱いを行ってきていたが、新型コロナ感染は２類相当の危険度から５類相当と位置づけされたことから、特例を廃し他の感染症罹患と同様に「病気欠勤」としての取り扱いとする。
　但し、罹患による欠勤（同居者罹患を含む）については「欠勤補填処理」の適応要件に加えるものとし、有給休暇取得特例（就業規則上の有給休暇申請手続き・・14日以前の申請・・を不要とする）を利用できるものとする。（なお、所持する有給休暇日数が不足な場合は、次年度付与予定の有給休暇日数を前倒し使用できるよう、労使協定を締結する。）

